
 

 

 

 

平成２５年度事業報告書 

             （平成25年 4月 1日～平成25年9月30日） 

Ⅰ 総務に関すること 

 １．会議関系 

  ①総 会 

   平成２５年度通常総会  開催日 平成２５年５月２７日 

    議決事項 1．平成２４年度（平成24年4月1日～平成25年3月31日）事業報告並びに収支決算 

の承認について 

         2．平成２４年度剰余金について 

         3．社団法人岩手県建築士事務所協会の会費について 

         4．平成２５年度事業計画（案）決定並びに収支予算（案）の承認について 

  ②理事会（２回） 

    開催日・平成２５年 ５月１０日      平成２５年 ８月 ６日 

  ③監 査 

    開催日・平成２５年 ４月２４日 

  ④東日本大震災対応の会議・懇談会及び打合会等 

    開催日・平成２５年 ４月２５日 第７回東日本大震災対策本部会議 

・平成２５年 ５月２１日 被災三県連絡会議（他に６/１７、７/２６、８/２６開催） 

・平成２５年 ５月２４日 一般社団法人東北再生可能エネルギー協会平成２５年度総会 

       ・平成２５年 ５月２９日 岩手県地域型復興住宅 地域住宅生産者グループ研修会 

       ・平成２５年 ５月３１日 第１２回南東北連絡会議及び被災三県連絡会議 

       ・平成２５年 ６月 ７日 第１回岩手県地域型復興住宅推進協議会 

       ・平成２５年 ６月２１日 一般社団法人東北再生可能エネルギー協会定例会 

（他に８/２３開催） 

・平成２５年 ７月１８日～２０日 

 北海道南西沖地震による被災地視察 

       ・平成２５年 ８月２０日 岩手県の住宅再建に係る生産者等意見交換会 

・平成２５年 ８月２９日 大槌町災害公営住宅竣工記念式典 

・平成２５年 ８月３０日 一般社団法人東北再生可能エネルギー協会大槌町街灯寄贈 

・平成２５年 ８月３０日 東日本大震災被災状況と今後の課題について釜石支部と 

の懇談会 

・平成２５年 ９月 ６日 第１回建設資材対策東北地方連絡会「災害公営住宅専門

部会」災害公営住宅整備に係る資材対策に関する情報連

絡会 

・平成２５年 ９月 ６日 校倉方式復興住宅の研修会 

・平成２５年 ９月１３日 東日本大震災被災状況と今後の課題について宮古支部と 



 

の懇談会 

  ⑤委員会（総務、教育・情報、業務・技術、広報・渉外及び青年・女性の各委員会は建築復興支

援センター分科会業務も兼ねている。） 

   ・広報・渉外委員会 

     開催日・平成２５年 ７月１２日 平成25年度事業の実施状況について等 

   ・青年・女性委員会 

     開催日・平成２５年 ７月１２日 平成25年度事業の実施状況について等 

   ・指導委員会 

     開催日・平成２５年 ７月１２日 平成25年度事業の実施状況について等 

   ・総務委員会 

開催日・平成２５年 ７月１６日 平成25年度事業の実施状況について等 

   ・教育・情報委員会 

     開催日・平成２５年 ７月１６日 平成25年度事業の実施状況について等 

・業務・技術委員会  

     開催日・平成２５年 ７月１６日 平成25年度事業の実施状況について等 

 ２．会員の異動状況 

    平成２５年度は、正会員入会９社、退会４社、前年度末対比５社増の２６４社となった。 

賛助会員は入会８社、退会２社、年度末７６社である。 

 ３．全国大会 

    平成２５年８月７日開催の第３７回建築士事務所全国大会（三重大会）に、本県から会長外 

１１名が参加した。 

 ４．一般社団法人移行認可申請について平成２５年９月１８日に認可された。 

 ５．改正建築士法の周知・徹底を図る他、講習会等の機会を通じ未加入事務所に対し加入を勧めた。 

 ６．建築設計サポートセンターの活動 

  ①構造設計一級建築士及び設備設計一級建築士に関する名簿の閲覧 

  ②報酬基準に関するパンフレットの配付 

  ③建築基準法及び建築士法、四会連合協定契約書、業務報告書、重要事項説明、耐震診断、業務

報酬基準他に関する質問、相談に対応 

 ７．被災住宅無料相談窓口の設置 

    東日本大震災に関連し平成２３年３月に岩手県と契約を締結した被災住宅相談緊急支援業務 

   の委託に伴い継続して本部事務局及び各支部に被災住宅無料相談窓口を開設した。 

平成２５年度は相談件数４件であったが、開設後の累計は１，０７８件である。 

 ８．被災者相談会への相談員派遣 

   ・東日本大震災による被災地への専門家派遣事業（消費庁）への相談員派遣 

    会場：釜石市役所   平成25年4月8日～平成25年9月9日 6回 相談員延べ6名派遣 

    会場：大船渡地区合同庁舎 平成25年4月12日～平成25年9月13日 5回 相談員延べ5名派遣 

・岩手県居住支援協議会住宅再建相談会（岩手県）への相談員派遣 

会場：釜石地区合同庁舎 平成25年6月2日、7月6日 相談員延べ2名派遣 

会場：釜石シープラザ遊 平成25年8月31日 9月1日 相談員述べ2名派遣 



 

 ９．岩手県地域型復興住宅の普及 

  ①岩手県地域型復興住宅地域住宅生産者グループ研修会 開催日・平成２５年 ５月２９日 

  ②地域型住宅ブランド化事業（国）のグループ公募に伴う申請書作成支援説明会開催 

                            開催日・平成２５年 ６月１０日 

  ③明かりと住宅設備新商品内覧会＆省令準耐火見学会  開催日・平成２５年 ６月２７日  

  ④住まいの耐震博覧会２０１３見学会         開催日・平成２５年 ７月１３日 

⑤地域型復興住宅の小冊子初版及び第２版の配布 

  ⑥岩手県地域型復興住宅地域住宅生産者グループ名簿の配布 

  ⑦イベントにてパネル展示等の周知 

・５月１８日・１９日  「いわて県民住宅祭２０１３」にてパネル展示、相談コーナー開設  

・８月３１日・９月１日 いわて復興プロジェクト「住まいの展示相談会ｉｎ釜石」にてパネル展

示、相談コーナー開設 

・９月１４日・１５日  いわて復興プロジェクト「住まいの展示相談会ｉｎ宮古」にてパネル展

示、相談コーナー開設 

  ⑧釜石平田地区復興住宅現場見学会 

   開催日・平成２５年８月３日、４日、１７日、１８日、３１日 ９月１日、１４日、１５日、 

       ２８日、２９日  計１０日間開催 述べ３０名説明従事者を生産者グループより派遣 

  ⑨県産材加工施設及び県産材展示販売木材市場の視察研修（奥州・盛岡） 

                    開催日・平成２５年 ９月１３日 

                

Ⅱ 教育・情報に関すること 

 １．講習会、研修会関係 

  ①平成２５年度「一級／二級／木造建築士定期講習」 

   開催日・平成２５年 ５月１５日（北上）  ６０名受講 

       平成２５年 ５月２２日（盛岡）  ７０名受講 

       平成２５年 ７月 ２日（北上）  ４２名受講 

       平成２５年 ７月１８日（盛岡）  ４９名受講      計２２１名 

  ②いわて公共建築フォーラム２０１３ 講演：「被災地における仮設住宅と復興まちづくり」 

～震災２年半の到達点と課題を語る～ 

   開催日・平成２５年 ９月３０日（盛岡）  ８０名参加 

 

Ⅲ 業務・技術に関すること 

１． 講習会開催 

 ①建築士事務所のマネジメント支援ツール「ＪＡＡＦ－ＭＳＴ２０１３」講習会 

開催日・平成２５年 ７月 ４日（盛岡）  ６１名受講 

②低炭素建築物（住宅）の認定申請に関する研修会 

開催日・平成２５年 ７月１１日（盛岡）  １９名受講 

平成２５年 ７月２３日（盛岡）  １６名受講       計３５名 

 



 

③岩手県住宅省エネルギー施工技術講習会 

開催日・平成２５年 ８月１９日（盛岡）  ２１名受講 

平成２５年 ９月 ５日（宮古）  ２９名受講 

平成２５年 ９月１０日（盛岡）  ６０名受講      計１１０名 

  ④建築設計関係４団体で作成した建築設計・監理業務委託契約書の普及に努めた。 

  ⑤建築士事務所賠償責任保険の加入者は１事務所減、９月末６１事務所となり加入率は２３．０％ 

となった。 

  ⑥講習会等を通じ、建築士事務所賠償責任保険の加入についてＰＲを行った。 

  ⑦公庫適合証明等業務に関し、宮城県での追加講習に岩手県より受講し登録業務を行った。 

Ⅳ 広報・渉外に関すること 

①機関誌「まがりや」第６４号（災害特集号）を発行 

②ホームページを通じて会員及び一般への情報提供に努めた。 

③平成２５年５月１８日から１９日まで、盛岡市アイスアリーナにおいて、建築士事務所キャン

ペーンを行い、その一環として建築無料相談を設置し相談会を実施した。来場者総数4,697人、

相談員には盛岡支部会員が担当。25人が相談に訪れた。 

④会員名簿一覧表を作成し住宅祭り等イベントで配布した。 

Ⅴ 公共建築関係 

①公共建築にかかる建築工事積算マニュアル単価表（ＲＩＢＩＣ対応）作成頒布、及び仕様書頒布 

Ⅵ 指導委員会に関すること 

  苦情相談 

  ①苦情処理業務を行うための相談所を設置。本年度は来所による相談７件で建築設計・工事監理 

に関する相談は１件であった。建築士事務所に対する苦情の解決業務上半期分として、日事連

へ報告した。 

なお、電話相談等についてはその都度対応しており、件数も相当数に上っている。 


